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【要　約】
この論文は日本の中堅企業・正規従業員の主要な職務満足（不満足とその程度を含む）要因

の実態調査から現代企業の人材マネジメントの課題を明らかにすることにある。多くの先行研
究では従業員の職務満足とその主要な構成要因を明らかにしてきたが、人材マネジメントの問
題として提起した研究は少ない。この論文はそこに焦点を合わせるものである。この論文は

（1）先行研究から従業員の職務満足の構成要因を明らかにすること、（2）中堅企業の正規従業
員の実態調査から因子分析を行うこと、以上の考察によって（3）３つの人材マネジメントの
一方策を明らかにする。その第一は従業員を満足に導くためのシステムが必要であること、第
二は従業員が自分の仕事に対する責任や意思決定をなすことが出来る職務の割り当が求められ
ること、第３は職場で充実した人間関係を維持すること、以上のことから人々の職務満足が従
業員にとって仕事内容の適合性だけではなくその周囲の職場環境によっても大いに影響される
ことを明らかにした。
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【Abstract】
The research objective of this paper is to make clear issues in human-resources 

management at contemporary enterprises, from case studies of the primary factors in job 
satisfaction of regular employees of middle-ranking companies in Japan. While numerous 
previous studies have addressed the constituent elements of primary factors in employee job 
satisfaction and their characteristics, few studies have addressed issues in human-resources 
management. This is the research subject of this paper. For this reason, this paper will （ⅰ） 
identify the constituent elements of the employee job satisfaction from previous studies and 

（ⅱ） conduct a factor analysis through a survey of regular employees of middle-ranking 
companies. As a result, （ⅲ） it has identified topics including the following three issues in 
human-resources management: The first concerns creation of systems under which 
employees are compensated for improvements in job results, the second involves assignment 
to employees of jobs in which they can take responsibility and make decision on their own, 
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１．背景と問題意識
1970年代には企業業績と職務の満足に関す

る研究は表裏の関係にあったという。当時の西
川（1978）は、「今日の減速経済に入ってもは
や・・職務満足議論は今日の業績志向の強い産
業界にあっては有害とさえ受けとられかねな
い」と述べている（・・は（省略），pp.1－2）。
その後に金井・高橋（2004）は、景気の低迷で
経営の立て直しが急務とされている企業では、
従業員が感じる満足感にまで手の届く余裕はな
いかもしれないと述べ、企業業績と職務の満足
に関する問題に取り組むことへの難しさに触れ
ている（p.211）。

ところで日本経済は1989年を境にしてバブ
ル経済が弾け、企業の倒産、主要産業の再編に
よる人員整理を余儀なくされた。1996年に日本
政府による金融市場の抜本的改革によって金融
機関の再編成が行われ一挙に競争経済に突入し
た。この１年前の1995年に当時の日本経営者
団体連盟（日経連）は『新時代の「日本的経営」』
と題して将来の雇用システムを、①正社員で長
期雇用の「長期蓄積能力活用型グループ」、②有
期雇用契約の「専門職グループ」、③有期雇用契
約で派遣・パート社員等の「雇用柔軟型グルー
プ」に分け、この３グループから企業が最も効
率的な組み合わせを選ぶ「雇用ポートフォリ
オ」（p.33）構想を提唱した（1）。さらにLepak 
and Snell（1999）は人的資源のアーキテクチャ
ーと称して人材の希少性と人材の価値という２
つの指標を使って人的資源の活用を「内部育
成」「外部からの調達」「外部からの連携」「アウ
トソースの活用」の４つに分類した。このよう
な環境の中で各企業は効率化を高めるために雇
用期間を長期か短期か、あるいは人材の調達を
内部か外部かの選択に迫られ、雇用形態が著し

and the third concerns a friendly workplace environment for employees. It has been made 
clear that in this way people’s job satisfaction is impacted greatly not just by the suitability of 
the content of work to the employee him or herself but also by the surrounding workplace 
environment.

Keyword：�job satisfaction, intrinsic motivation, workplace affinity, factor analysis,  
human resource management: HRM

く多様化してきた。このような雇用形態の変化
は1995年に発表された日本経営者団体連盟の
雇用ポートフォリオ構想に大きな影響を受けて
いる。

因みに大企業での雇用形態別・雇用者数動向
によれば、1995年の役員を除く雇用者数が
4,780万人から2011年には4,904万と124万人
の増加にもかかわらず正規職員・従業員数は
615万人の減少、パート等の非正規従業員数は
738万人の増加となっている（『平成23年版・労
働経済白書』）。これは「雇用ポートフォリオ」
構想や人的資源の活用方法の影響であると考え
られる。本稿ではこのような環境の中で働いて
いる現代企業の従業員が、少し大ざっぱな表現
であるが「どのような仕事に満足して働いてい
るのか」を把握するために大企業・正規従業員

（n＝234）を対象に事前調査を実施した（2010
年２月）。その１例として「今の会社で働き続け
たい」と回答した234人の内142人に「働き続
ける場合に最も重視する要因は何か」について
７つの選択肢から１つを選んでもらったところ
１番は「仕事内容の満足度」（54.2％）、２番「仕
事とプライベートのバランス」（18.3％）であっ
た（2）。

以上のような問題意識により、本稿は中堅企
業・正規従業員の実態調査から職務満足要因を
理論的・実証的な研究によって分析し、人材マ
ネジメント（Human Resource Management: 
HRM）の一方策を提起することにある。本稿の
ように中堅企業（500人前後から5,000人前後
で、年間売上規模1,000億円以下）における従
業員の生の声を聴き、その仕事に満足・不満足、
あるいはその程度を反映した視点からHRMを
考察した研究は少ない（3）。
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２．先行研究のレビューと研究課題
２－１　職務満足要因の研究

ま ず 一 般 的 に 職 務 満 足 に つ い てLocke
（1976）は「自分の仕事、あるいは仕事の経験
を振り返ってみて生じる愉快な、あるいは肯定
的な感情（emotional state）である」（p.1304; 
Judge & Klinger 2007, p393）と述べており、
現在あるいは過去においてやりがいのある仕事
として知覚される状態であるといえる。次に職
務満足に関する要因の研究をレビューすれば、
テーラー（Taylor 1911）の科学的管理法からメ
ーヨー（Mayo 1933）やレスリスバーガー

（Roethlisberger 1941）らによるホーソン実験
にまで遡ることができる（金井・高橋 2004, 
p.212）。その後の1950年代の10年間は、賃金や
人間関係等の職場環境が従業員の仕事意欲を高
めるという視点から、仕事そのものによって従
業員の心理的成長（自己実現）を目指すという
マ ズ ロ ー（Maslow 1954） や マ グ レ ガ ー

（McGregor 1960）、 そ し て ハ ー ズ バ ー グ
（Herzberg 1966）による動機づけ論の開発に
実を結んだ時期である（Robbins 1984　訳
pp.72－80）。中でもハーズバーグ（Herzberg 
et al. 1959; Herzberg 1966）は人間には動物的
欲求と、人間として精神的な成長欲求を持って
いるという仮説から面接調査を実施した。その
結果、職務満足要因を「動機づけ要因」、不満足
要因を「衛生要因」と名づけた（1966, p.76）。
さらに彼は人員を効率的に活用するために、以
前 に 主 張 し て い た 職 務 の 拡 大（j o b 
enlargement）（4） よりも職務の充実化（job 
enrichment）（5）を図るべきであると主張した

（Herzberg 1968）。
ハーズバーグの理論は現在でも多くの研究者

に引用されているが、その反面に面接による職
務経験の採取方法やその内容分析に問題がある
という指摘もある（橋本・若林 1974; Kahn 
1961; Wern imont 1966; Robb ins 1997　 訳
p.79）。特に日本では「職場の人間関係」を衛生
要因に分類することへの疑問や（西山 1988, 
p.70; 櫻木 2006, p.40）、「給与」について、その
額が自己の有能感の知覚、能力開発の機会の獲
得に影響するならば衛生要因ではなく動機づけ
要因ではないか（林 2000, p.125）等の異論があ

る。したがって、本稿では職務満足・不満足要
因はそれぞれ独立したものではなく一元的なも
のであるという考え方をとる（金井・高橋 
2004; Graen1968）（6）。その理由として最近の従
業員の声として「楽しい仕事」「自分に合った仕
事」がしたいという感情的で繊細な主張が多く
なり（日本生産性本部等、1990年度～ 2009年
度）、ハーズバーグの２要因論だけでは説明で
きなくなってきた。したがって本稿では職務満
足要因の構成要素を分類・整理するために内発
的・外発的動機づけ要因の概念を用いる。内発
的動機づけ（intrinsic motivation）要因とは、

「やりがい感、創造的な仕事、有能感、仕事それ
自体の楽しみ」などのように、内発的報酬によ
って従業員個人の心が動かされる状態である

（Deci 1975　訳1980; 金井 2006）。また外発的
動機づけ（extrinsic motivation）要因とは、「が
んばった分、給料が増えたから」といった場合
のように働く個人に外部から他の人によって提
供される外発的報酬で、それを目当てにして人
が頑張る姿・行動である（以上金井 2006）。こ
のような内発的・外発的動機づけ要因により職
務満足は影響を受けていると考えられる。

２－２　本稿の研究分野とその特徴
職務満足の要因についてHoppock（1935）

は、心理的、物理的、環境的状況の集合したも
のであると説明している（p.47）。問題はこの集
合している要因（変数）は具体的に何か、人の
行動にどのように影響するかという点である。

このような職務満足の要因に関する研究を分
類すると、①従業員は仕事やその職場環境の何
に満足するのか、つまり職務満足に影響する変
数は何かの研究が一番多い（Maslow 1954; 
Herzberg 1966）。次に②職務満足の要因（変
数）が従業員の意識や行動にどのように影響す
るか、統計的手法によって分析・研究する方法

（櫻木 2006）、③環境変化が職務満足要因（変
数）に与える影響、例えば景気変動により職務
満足要因はどのように変化するかといった研究

（崔 1997）、更に④職務満足が組織の生産性に
与える影響（計量経済学的分析）の研究等があ
る（参鍋篤司・齋藤隆志 2007）。この④に関し
て、最近の事例研究でみられるのは医療看護者
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の職務満足が保険医療の領域に与える影響（例
えば職務満足度の高い病院の看護師は離職率が
低い等）の研究がある（餅田 2008; Stamps 
1978）。

本稿は①と②に関係している。②のケースは
２次データを使って職務満足の構造分析を行
い、その結果から従業員の意識と行動を分析し
たものである（櫻木 2006, p.38）。しかし本稿は

（ⅰ） 労働政策研究・研修機構（JILPT）や「電
機連合」が直接従業員に実施した先行調査から
職務満足要因の項目を取り出し、（ⅱ）実態調査
に相応しい質問項目に修正・加筆し、（ⅲ）中堅
企業・正規従業員の実態調査によって因子分析
によって職務満足要因の特徴を見つけてHRM
の一方策を検討・提起するところに特徴がある。

以上の検討から一般的に表現すれば職務満足
とは従業員がその仕事内容そのものや周囲の職
場環境（作業条件、人間関係、賃金、地位）等
を知覚することによって抱く満足の程度（不満
足を含む）についての個人の主観的な感情

（emotion）であり、従業員の組織における働く
（仕事）意識や行動に影響を及ぼす概念である
（参考：林 2000, p91；櫻木 2006, p.37）。この中
で本稿は職務満足そのものを検討するのではな

く、職務満足の要因・内容に注目するのである。

３．本稿の研究領域と研究課題
人 材 マ ネ ジ メ ン ト（Human Resource 

Management: HRM）とは「組織の中で従業員
を育成し、彼らの能力・技術を適材適所に活か
すこと」である。このHRMには「従業員の価
値は常に変化し成長していく」という視点と長
期的な価値を目指して企業と人が共に投資して

「会社の戦略を達成するという」２つの視点が
ある（守島 2004, pp.15─16）。しかし従業員は
企業に採用されるという立場から組織のいいな
りになったり頼ったりする傾向がある（Argyris 
1957）。本稿は、このような弱い立場にある中
堅企業の正規従業員が組織の中で生き生きと働
く個人の視点にたって検討するところに特徴が
ある。

前述のHoppock、Maslow、Herzbergらの先
行研究は職務満足の構成要素（要因）を検討す
るためには高い価値を有するものである。しか
し本稿のように職務満足要因の特徴によって
HRMの一方策を追究するためには、その構成
要素だけではなく、それらがどのように従業員
に影響しているか、職場の実態調査によって従

表１　研究領域とその着眼点
研究課題の解決プロセス 着眼点

問題１
先行調査 先行調査にみる従業員の職務満足要因にどのようなものがあるか、公開さ

れた先行調査から従業員の職務満足の要因をデータから取り出し、分類す
る（Herzberg, 1966; Deci, 1975）。

問題２

実態調査 ⑴ 先行調査には従業員の職務満足の客観的な状況を把握するには有益であ
る。しかし従業員が「どのように感じ、行動しているか」を把握するには十
分ではない。そのために先行調査の項目を補足・整理し、新たに実態調査を
する必要がある。⑵ 先行調査による職務満足要因の項目に偏りがないよう
に先行研究を参考にアンケート調査票を作成する。⑶ 中堅企業・正規従業
員にWeb形式のアンケート調査を実施する。⑷ その回答方法は５段階の間
隔尺度法を採用、また５段階法を補うために「賃金」と「仕事の取組み方
法」については選択肢回答方式を採る。

問題３
実態調査の考察 ⑴ 因子分析により測定不可能な潜在的因子をみつける。⑵ みつけた各因子

別に従業員の属性（性別・年代別、学歴別）との関係で従業員の意識や行動
の特徴を把握する。

問題４
人材マネジメントの
一方策（結論）

⑴ 因子分析で把握できない従業員の考え・行動については選択肢方式の回
答を利用する。⑵ 分析結果からHRMの一方策を提起する。これが本稿の研
究課題に対する解答（結論）となる。

問題５ 全体のまとめと今後
の研究課題は何か

本稿の研究課題に対する分析で明らかにできなかった点については今後の
研究課題とする。
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業員の意識や行動を分析・調査する必要があ
る。ここに本稿の研究課題の根拠がある。以下
各研究プロセスのそれぞれの問題を解きながら
最終的に本稿の研究課題（問題４）に答えるこ
とにする。

４．実証研究
４－１　先行調査（問題１）

先行予備調査の中から、①年齢層が20歳前
後から60歳前後の男女、②従業員側から捉え
たデータあること、③公的機関の調査データで
あること等を考慮のうえ表２の３件を先行調査
として採択した。したがって今後これを中心に
詳細に検討することになる（7）。

４－２　実態調査（問題２）
３件の先行調査を基本に最近の企業の状況等

を参考に補足修正を行い、アンケート調査とし
て表3の質問項目を作成した（8）。さらにこれを
基本にして次の様な実態調査を実施した。①調
査手法：Web形式によるアンケート調査、②サ
ンプル数：配布数691サンプルで有効回答数
474サンプル（回収率73.2％）、③調査期間：
2011年２月18日～２月22日、④調査対象者：

東京23区を所在地とする東証１部上場企業、
④従業員規模：500人以上から5,000人以下で年
間売上規模1,000億円以下の正社員（9）、⑤回答
方法：５段階の間隔尺度法、⑥この調査と同時
に実施した選択肢回答形式の10問の内、４問
は図３・４・５・６に掲載している。

５．実態調査の考察（問題３）
５－１　因子分析

変数（質問項目）33項目について主因子法に
よる因子分析の結果、固有値1.0以上で因子負
荷量の絶対値が0.4以上（10）であり、かつ２つの
因子に負荷量をもつ項目と、どの因子にも負荷
量を持たない９項目を削除し、最終24項目（表
３の項目）で再度因子分析を行った。その結果、
ほぼ予想された通りの４因子が抽出され、その
正しさが検証された（11）。また４つの因子による
累積寄与率は58.33％であった（12）。第１因子は

（以下略記）、仕事の達成感、仕事は自分にとっ
て楽しい、仕事で能力や創意の発揮ができる、
仕事にいきがいを感じる等（以下省略）の12項
目から構成されており、この因子には「仕事の
達成感」と名づけた。第２因子は、会社からの
適切な処遇、会社の評価に納得、世間並以上の

表２　採択した先行調査の内容

先行 
調査

先行調査機関・ 
調査発表時期 調査内容 結果

NO.1

JILPT（労働政策
研究・研修機構） 
調査シリーズ 
No.15, 2006年

『就業形態の多様化の中での日本人の働き方─日本人の働
き方調査─』、全国の満20歳－65歳以下の男女8,000人か
ら有効回収数4,939人（61.7％）の内、現在「正社員」で
ある1,793人（36.3％）を分析、「現在の就業形態を選択し
た理由（p.21）」（複数回答）

主な職務満足要因と
して５項目を採択

NO.2

電機連合の『調
査時報』 
1995年～2006年 

（５年おきに実施）

『組合員意識調査』「仕事にやりがいを感じる理由」（選択
肢９つから２つ以内選択）、電機連合加盟組合員（正社員）
の中から単組・支部リストからランダムに10,000人を抽
出し、アンケート調査を実施

主な職務満足要因と
して６項目を採択

NO.3

JILPT調査シリ
ー ズNo.51, 2008
年

『従業員の意識と人材マネジメントの課題に関する調査』、
全国の10,000社で働く正社員100,000人に調査票を配布

（回収7,349人）、「３年前と比べた仕事に対する意欲の変
化をきいたところ」「高まっている」と「どちらかといえ
ば高まっている」が31.9％の2,344人（男性1,645人、女性
699人）、「仕事に対する意欲が高まった理由」（選択肢20
項目から複数回答）

主な職務満足要因と
して11項目を採択

３件の先行調査分析から職務満足要因として22項目を採択した（これに関しての先行研究としては岡本（2012）を参照）。
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賃金等（以下省略）の５項目から構成されてお
り、この因子に「会社からの評価」と名づけた。
第３因子は、職場でのコミュニケーション能力
は高い、職場で協調性がある、同僚との人間関
係は良い等（以下省略）の４項目から構成され
ており、この因子に「職場の親和感」と名づけ
た。先行調査では、職場の人間関係と職場のコ
ミュニケーションの重視であったが、この「職
場の親和感」はこの他に職場での協調性や周囲
の人の評価といった広義の意味を持つ概念であ
る。第４因子は、自己投資をしている、自分の
キャリアは他社でも通用する等（以下省略）の
3項目から構成されており、この因子に「仕事
へのチャレンジ」と名づけた。これは経験した
ことのない仕事をこなし、他社でも通用すると
いう仕事振りで自己投資をしてでも仕事に積極
的に取り組もうとする。このように本稿の従業
員が抱く職務満足の特徴は、以上の４つのコン
セプトにまとめることができる。

表３の４つの因子は表４での固有値1.0以上
のものであり、また表３の因子寄与、因子寄与
率、累積因子寄与率は表４での「回転後の負荷

量平方和」によるものである。

５－２　４因子と従業員の性別・年代別の関係
この４因子が従業員の性別・年代別とどのよ

うな関係にあるか、HRMの一方策を追究する
ためには極めて重要な問題である。図１によれ
ば、20代・30代の若い男女は「仕事の達成感」
に不満である（ただし男性の50代、女性の40
代・50代では満足の程度は高い）。しかし20歳
代の男女は「会社からの評価」には非常に高い
満足度をもっている。この理由として、20代・
30代の若い男女は、まだ達成感の得られるよう
な仕事を与えられていないが、自分が中堅以上
の会社に勤めていることに満足感をもっている
からではないかと考えられる。また30歳代・40
歳代・50歳代の男性は「仕事へのチャレンジ」
に高い関心を持っているが、反対に女性は全年
代でチャレンジ感はみられない。その理由とし
て女性は仕事にチャレンジする機会に恵まれて
いないのかもしれない。また「職場の親和感」
について男性は全体に満足感は低いが、女性

（特に30歳代）は満足感が高い。このように各

表３　職務満足要因の項目に関する因子分析（因子負荷量：n＝474）

変数（質問項目）
第１因子 第２因子 第３因子 第４因子

共通性
（因子抽出後）仕事の

達成感
会社から
の評価

職場の
親和感

仕事への
チャレンジ

今の仕事に達成感がある .818 .217 .200 .157 .780
今の仕事は自分にとって楽しい .794 .187 .274 .154 .763
今の仕事で能力や創意の発揮が出来る .770 .230 .204 .268 .759
現在の仕事にいきがいを感じる .765 .192 .184 .248 .717
今の職場ではやりたい仕事ができる .761 .280 .182 .188 .726
仕事に打ち込んでいるとき、充実感を感じる .751 .166 .208 .194 .673
今の仕事は自分にとって楽しい自分に合っている .736 .167 .264 .218 .686
今の仕事には意味や使命感がある .709 .211 .225 .207 .640
仕事を通じて自分は成長している .645 .225 .308 .202 .602
現在、責任ある仕事を任せられている .447 .222 .301 .325 .446
現在取り組んでいるのは自分の希望で配置された仕事だ .442 .206 .217 .298 .373
仕事も余暇も両立して充実させている .433 .245 .321 .291 .435
会社から適切な処遇はなされている .271 .859 .171 .032 .842
今の会社の自分に対する評価には納得している .236 .836 .183 .083 .795
今の賃金は世間並以上である .103 .560 .053 .243 .385
現在、雇用の安定・安心感はある .154 .523 .121 .141 .332
会社の経営方針や事業計画等の情報は与えられている .395 .435 .243 .035 .406
自分の職場でのコミュニケーション能力は高いと思う .179 .084 .798 .226 .727
自分は今の職場で協調性がある .311 .150 .654 .169 .576
現在、同僚との人間関係は良い .365 .253 .619 .004 .581
今の職場で自分に対する周囲の評価は良いと思う .311 .301 .574 .264 .586
技術・能力開発のために自己投資をしている .254 .136 .093 .540 .383
自分のキャリアは他社でも通用する .206 .135 .320 .467 .381
いまでもできるだけ経験したことのない仕事をしている .374 .142 .170 .464 .404

因子寄与 6.587 3.007 2.779 1.625
因子寄与率 27.446 12.527 11.580 6.773
累積寄与率 27.446 39.973 51.553 58.326

（注１）n＝474、（注２）因子負荷量はバリマックス（直行）回転後のものである。（注３）（抽出の基準）固有値1.0以上を採用した。
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表４　バリマックス回転の時の説明された分散の合計

（注）nは人数、図の縦軸は因子得点、横軸は４因子を示す。縦軸と横軸の各点は性別・年代別による回答者の平均因子得点である。

図１　４つの因子と性別・年代別による回答者の平均因子得点の関係

因子 初期の固有値 抽出後の負
荷量平方和

回転後の負
荷量平方和

合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 11.229 46.790 46.790 10.855 45.229 45.229 6.587 27.446 27.446
2 1.831 7.628 54.417 1.480 6.165 51.394 3.007 12.527 39.973
3 1.462 6.093 60.510 1.105 4.605 55.999 2.779 11.580 51.553
4 1.117 4.655 65.165 .559 2.327 58.326 1.625 6.773 58.326
5 .792 3.300 68.466
6 .718 2.991 71.457
7 .669 2.787 74.244
8 .661 2.753 76.996
9 .569 2.369 79.366
10 .546 2.277 81.642
11 .523 2.178 83.820
12 .506 2.110 85.930
13 .463 1.929 87.859
14 .433 1.806 89.665
15 .395 1.645 91.310
16 .365 1.521 92.832
17 .322 1.343 94.174
18 .261 1.088 95.262
19 .242 1.006 96.268
20 .238 .990 97.258
21 .190 .791 98.048
22 .188 .784 98.833
23 .157 .655 99.488
24 .123 .512 100.000

　　因子抽出法：主因子法

n＝474 第１因子
仕事の達成感

第２因子
会社からの評価

第３因子
職場の親和感

第４因子
仕事へのチャレンジ

男性20代 81 -0.01 0.20 -0.12 0.00
男性30代 44 -0.10 -0.03 0.03 0.11
男性40代 88 -0.05 -0.12 -0.02 0.12
男性50代 110 0.21 -0.18 -0.01 0.06
女性20代 33 -0.31 0.39 0.02 -0.16
女性30代 82 -0.06 0.16 0.23 -0.11

女性40代・50代 36 0.05 -0.31 -0.22 -0.22

男性50代

0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

0.00

－0.10

－0.20

－0.30

－0.40

男性20代

男性20代

女性30代

男性40代

男性30代 男性40代

女性20代 女性30代 女性40代・50代

男性50代

男性30代

女性20代 女性40代・50代
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４因子には性別・年代別によってかなり異なっ
た違いがみられる。ここにも人材マネジメント
の難しい課題がある。

５－３　４因子と従業員の学歴別の関係
図２から４因子と学歴別に比較をしてみる

と、高等専門学校卒者・短大卒者（28人）、専
門学校卒者（19人）の各度数（回答者数）が低
いために個別の正確な判断はできないが、「会
社からの評価」や「職場の親和感」にはかなり
高い満足感を示していると考えられる。しかし
大学院修士修了者（47人）については「会社か
らの評価」には満足感は高いが「職場の親和感」
には不満足感が高い。４年生大学卒業者（336
人）については４因子全体に満足感が低い。ま
た高校卒業者（38人）については４因子につい
てすべてに不満足である。このように大卒者と
高卒者の処遇について更に詳細な調査が求めら
れる。

６．HRMの一方策（問題４）
第１番目に、第１因子の「仕事の達成感」と

第２因子の「会社からの評価」をリンクした仕
組みを組織の中に構築することが考えられる。
第１因子の「仕事の達成感」はある目標達成か
ら得られる満足感（達成動機）であり、内発的
動機づけである。日常語で「ヤル気」に近いニ
ュアンスのある言葉で、成し遂げること、達成
することによって喜びを感じるのはこの瞬間で
ある（金井 2006, p.200）。ハーズバーグのいう

「達成（achivement）」（Herzberg 1966, pp.72－
74）であり、デシのいう「やりがい感」（Deci 
1975　訳1980, p.68）である。第２因子の「会
社からの評価」とは、企業がある目標への達成
を評価・測定することにより支払われる報酬

（金銭的報酬に限らず昇進、表彰、人からの賞賛
や承認、メンバーからの受容、リーダーによる
配慮等）であり（金井 2006）、外発的動機づけ
である。企業の適切な評価による処遇は大きな
動機づけとなる（13）この２つの因子を結びつけ

（注）nは人数、図の縦軸は因子得点、横軸は４因子を示す。縦軸と横軸の各点は学歴別による回答者の平均因子得点である。

図２　４因子と学歴別による回答者の平均因子得点の関係
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n＝474 第１因子
仕事の達成感

第２因子
会社からの評価

第３因子
職場の親和感

第４因子
仕事へのチャレンジ

中学校卒 0 0.00 0.00 0.00 0.00
高校卒 38 -0.18 -0.24 -0.06 -0.16

専門学校卒 19 -0.02 0.21 0.34 -0.02 ※30s未満は参考値
高等専門学校・短

大卒 28 0.09 0.27 0.15 -0.24 ※30s未満は参考値

４年生大学卒 336 0.01 -0.03 0.02 0.02
大学院修士修了 47 -0.04 0.21 -0.30 0.01
大学院博士修了
（博士取得） 6 0.57 -0.39 -0.10 0.69 ※30s未満は参考値

その他 0 0.00 0.00 0.00 0.00
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る典型的な仕組みには「目標管理」（MBO: 
Management by Objectives and Self-control; 
Drucker 1955, p.104）制度がある。具体的には
企業の目標達成のために従業員が自らの目標に
挑戦する仕組みを組織の中に構築することであ
る。その結果、従業員の目標達成が満足感を高
め、企業全体の目標達成につながることにな
る。この目標管理制度は、①目標設定段階での
上司と部下の話し合い、②目標に取り組んでい
る段階での上司の指導・情報の提供、③そして
期末段階での評価結果について双方の話し合い
がある。さらに人事考課の公開制度があれば考
課者と被考課者の話し合いの機会があり、被考
課者である部下の満足度は一層高まり、MBO
は全社的な視点から職務満足を高めるシステム
となる（参考：古川編 2010　所収　第８章　柳
澤　p.196）。しかしここで重要なのは金銭的報
酬を重視し過ぎると経営者と組織が、働く意欲
を生む金銭以外の面（仕事そのもの）を軽視し
たり無視したりしてしまう恐れがあることであ
る（Pfeffer 1998, 守島監訳 2010, p.194）。また
目標管理制度の導入には賛成であるが現実に導
入している企業では従業員に評価されていない
ために動機づけとなっていないケースが多い

（山本 2009, p.199）。
このように目標管理制度は目標設定の段階で

上司との話し合い、目標に取り組んでいる段階
での上司の指導・情報の提供・権限委譲、そし
て期末の段階での評価結果についての話し合い
がある。また人事考課の公開制度がある場合に
は、考課者と被考課者の話し合いの機会を持て
ば被考課者としての部下の満足度は一層高ま
り、MBOは全社的な視点から職務満足を高め
るシステムとなる。

現実の企業では、1990年代以降に人事考課の
中心が能力評価から業績評価へとシフトするに
したがって賃金制度の成果主義化が本格化して
きた。それを契機にして日本企業での目標管理
制度の導入比率が一段と高まってきた。このよ
うな目標管理と成果主義が一体となり目標達成
率を賃金や賞与に反映するという企業が増加し
て き た（ 以 上 奥 林 編2003所 収 第9章 三 輪 
p.130）。

第２番目に、第３因子から、職場に「親和感」

を醸し出せる工夫を組織の中に構築することが
考えられる。この職場の親和感とは「所属と愛
の欲求」（Maslow 1954　訳p.99）や良好な人間
関係（Mayo1933; Roethlisberger & Dickson 
1939; Roethlisberger 1941）によってもたらさ
れる「働きやすい職場環境」（14）（佐野 2007, 
p.198; 守島 2004, p.162）である。第３因子を構
成する質問項目からみて同僚との人間関係だけ
ではなく職場でのコミュニケーション能力や職
場の協調性、また職場の自分に対する評価が良
いといった周囲の環境要因が職務満足に大きく
影響している。日本では前述のように「職場の
人間関係」を衛生要因に分類することに異論が
ある（西山 1988, p.70; 櫻木 2006, p.40）。その
一つの根拠として「親和感」に関して従業員の
属性との関係でみると20歳代や30歳代の女性
には高い満足感が認められるからである（図
１）。このような良好な人間関係によってもた
らされる動機づけを「親和的動機づけ」と称し、
外発的動機づけと内発的動機づけの中間にあた
るとする見解がある（中原 2006, p.118）。この
ような人間関係について現場の従業員はどのよ
うに考えているのか、本稿が実施したアンケー
ト調査の「職場の人間関係の考え方・行動につ
いて」（図３）によって分析してみる。

男女全体で１番多いのは職場の人間関係は
「仕事に関連した人との関係が中心であり、自
分の仕事に取り組むために重要である」と考え
ている。しかし「仕事とプライベートな遊びの
公私を区別した人間関係」や「仕事に関係なく
友達のような関係も重視している」。また男性
は職場内に限らず取引関係のネットワークづく
りに熱心である。ただし休日に上司とゴルフに
付き合うといった私的な関係は全体に低く、特
に女子は低い。

第３番目に、第４因子から従業員が仕事にチ
ャレンジできる機会を組織に構築することが考
えられる。これは従業員がその職務内容に「興
味（interest）」と働く「意味（meaning）」を感
じとることによって「仕事そのもの（work 
itself）」（Herzberg 1966, p.72, p.127）に満足感
を高めることになる。デシ（Deci）のいう「有
能で自己決定的であると感じる場合である」

（1975　訳1980, p.69）。これを経営組織論の立
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場から説明すると、組織に埋没した個人の意思
決定問題に関係している。

これに関連してアージリス（Argyris 1957）
は、人間は常に成長していこうとするが組織の
環境は課業の専門化や命令の連鎖による権力階
層の仕組みによって部下を依存的・受動的・従
属的にさせ、従業員の成長を拒み続ける仕組み
になっているという。そのために組織と従業員
の相対立する方向を調整するために職務拡大に
よって能力発揮の機会を増やし、リーダーシッ
プの発揮によって自己実現を図る組織に改善す
る必要があるという（訳p.265）。またバーナー
ド（Barnard 1938）は「人間には、選択力、決
定能力、自由意思があるが、選択力には限界が
ある限り、ある目的への到達過程（意思決定）は
主として選択を狭める技術である」と述べてい
る（p.14）。さらにサイモン（Simon 1957）は組
織を意思決定論の立場から「目的と手段のハイ
アラーキー（hierarchy）の連鎖である」という

（Simon, pp.4─5, p.11, pp.62─66）。サイモンによ
れば、上司から指示された目標（価値判断）（15）

の手段を選択・決定（事実判断）（16）することは
従業員の仕事であり、この仕事にチャレンジす
る面白さはこの「自分で決定する」ことにある
とみることができる（岡本e（2005），f（2002），
g（2000））。この時こそ、デシ（Deci）のいう

「有能で自己決定的であると感じる場合である」
（1975　訳1980，p.69）。これはまさにバーナー

ドやサイモンのいう「選択権」のある仕事であ
る。これについて本稿のアンケート調査で

（2011年２月18日～２月22日）実施した図４
の「賃金の考え方」と図５の「仕事の取り組み
方」によってこのことを確かめることができ
る。

まず「賃金」について、男女全体で１位「自
分の働き方に相応しい賃金」、２位「世間並賃
金」、３位「仕事の種類・難易度による賃金」が
圧倒的に多く、「年齢・勤続年数による賃金」は
少数である。ただし２位と３位については男女
で入れ替わり、女性は「世間並賃金」に、男性
は「仕事の種類・難易度」に重きを置いており、
幾分チャレンジ性が高い。

次に「どのような態度・方法で仕事に取り組
んでいるか」（４つから１つ選択）を質問したと
ころ１位「上司に関係なく自分で決定できる」、
２位「上司の指示後、自分で決定できる」であ
った。ただし男女別では１位と２位は入れ替わ
り、女性は「上司の指示を待ってから」に重き
を置いている。さらにこのような仕事の仕方に

「非常に満足・やや満足」と回答した291人
（61.4％）にその理由を図５の４つの選択肢か
ら１つを選択させたところ、１位「上司から指
示後、任せてくれるので、取組みがいがある」、
２位「任せてくれるので、やりがいがある」で
あった。これは男女共に順位は同じである。

このように従業員の仕事にチャレンジする面

仕事に関係
なく何でも
話し合える
友達のよう
な関係を重
視

仕事に関連
した人が中
心

「仕事」と
「プライベー
トな遊び」
といった公
私の区別し
た関係

自分の仕事
に取組むた
めに重要

休日に上司
からゴルフ
に誘われれ
ば参加

取引のある
企業・業者
との人間関
係を重視

仕事中心の
人間関係の
ネットワー
クづくりを
重視

人間関係の
ネットワー
クづくりは
職場内に限
らず取引先
等に及ぶ

その他

男性
女性
全体

29.7
24.5
28.1

50.2
49.0
49.8

35.9
40.4
37.3

45.2
39.7
43.5

9.3
5.3
8.0

20.4
8.6
16.7

16.4
26.5
19.6

17.3
11.9
15.6

1.2
0
0.8

人間関係についての考え方・行動について（単位：％）
60
50
40
30
20
10
0

　（注）回答者474人（男性323人、女性151人）、各数値は回答者の比率（％）を示す。

図３　職場の人間関係の考え方・行動について（３つまで選択）
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世間並
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女性
全体

32.5
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11.5
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その他

0.3
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70
60
50
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0

	 （注）回答者474人（男性323人、女性151人）、各数値は回答者の比率（％）を示す。

図４　賃金の考え方について（２つまで選択）

上司に関係なく自
分で決定できる

上司の指示後、自
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上司の指示の通り
に求められる

上司の指示後、相
談しながらする

男性
女性
全体

46.7
32.5
42.2

38.4
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  7.4
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10.3
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0

	 （注）回答者474人（男性323人、女性151人）、各数値は回答者の比率（％）を示す。

図５　仕事への取組み方法と態度について（１つ選択）

任せてくれる
のでやりがい
がある

指示後、任せ
てくれるので
取組がいがあ
る

上司の指示で
進める方が楽
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その他
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52.1
50.5

  7.1
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  8.9
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1.4

0.5
1.1
0.7

仕事の仕方に最も満足している理由（単位：％）
60
50
40
30
20
10
0

	 （注）回答者291人（男性197人、女性94人）、各数値は回答者の比率（％）を示す。

図６　満足（やや満足を含む）と回答した理由について（１つ選択）
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白さが「自分で決定する」ことにあるとみなさ
れるのは図５・６からも確認できる。これにつ
いてハーズバーグ（1968）は職務の充実を図る
ために、①責任はそのままで統制をある程度省
く、②個人責任を増やす、④権限を増やす、⑥
新しい、より困難な仕事を導入する、等を挙げ
ている（本稿の注釈６を参照）。このような環境
こそ第４因子で指摘する仕事へのチャレンジ精
神によって内発的に動機づけられ、仕事に没頭
できる瞬間である。

このような自律的な能力の発揮としての具体
的な施策として自己申告制度や社内公募制度が
ある。これに関して筆者が実施した2010年２
月３日・４日の実態調査によれば（17）、自己申告
制度があると回答した人（94人）にその内容に
ついて尋ねた。その結果「やりたい仕事の希望」
92.6％、「個人の目標管理に関すること」75.5％、

「取得した資格等の申告」59.6％、そして「昇
進・昇格に関すること」33.0％であった（５つ
の選択肢から複数回答可）。このような結果か
ら従業員の自律的な仕事への取組み姿勢がいか
に強いかを示している（調査概要:関東圏、近畿
圏、東北、中国地方で東証１部企業の正社員

（18歳─65歳の男女：一般正社員177人、管理職
57人）、従業員2,000人以上、年間売上高1,000
億円以上、n＝234）。

７．まとめと今後の研究課題（問題５）
全体のまとめとして、６の「第１番目」の指

摘から多くの従業員は職務に精励し、その成果
を上げれば報われるというシステムが組織には
必要であると考えている。現実に因子分析の結
果、抽出された４因子と性別・年代別では、余
り顕著な傾向は読み取れなかった（図１）。しか
し同時に実施したアンケート調査による「賃
金」の考え方や「今の職場で仕事への取り組み
の態度・方法」に対する質問結果を補足すれば、
男女共に遜色なく成果に対応した報酬システム
に賛同する割合は高い（図４・５）。この傾向は
別の調査でもみることが出来る（JILPTの調
査、2007.3）。

次に６の「第２番目」の指摘から従業員には
親和感のある職場環境が重要である。それは

「仕事そのもの（内容）」だけではなく、その周

辺の環境要因が個人の意識、行動に大きな影響
を与えていると考えられるからである。このた
めに本稿では特に個人の側面を重視し、「親和
感」という表現で職場の雰囲気づくりの重要性
を指摘した。これについて20歳代、30歳代の女
性に職場の雰囲気に高い満足感が認められる

（図１参照）。
最後に６の「第３番目」の指摘から従業員は

自ら進んで仕事に取り組もうという自律的なチ
ャレンジ意識が調査分析にみられる。これにつ
いての満足は30歳代・40歳代の男性が高い。仕
事へのチャレンジについて女性が不満足である
点について、考察⑴の男女共に遜色なく成果に
対応した報酬システムに賛同する割合は高いと
いう点から考えれば、女性は仕事にチャレンジ
する機会に恵まれていないとも考えられ、さら
に今後詳細な調査が求められる。

今後の研究課題として次の点が新たな課題と
なった。第１番目は若年層が仕事にもう一歩満
足できていない理由、特に男性の40代・50代で

「評価による処遇」に不満が高い原因について
明らかにすることである。第２番目として女性
は男性より仕事へのチャレンジ（コンピテンス
発揮）の機会に恵まれていないとすれば、その
原因は何かを明らかにすることである。第３番
目として「職場の親和感」に男性は全体に（特
に20代で）不満足の傾向がみられたが、その原
因を究明することである。以上の点については
今後さらに研究を深めていきたい。

【注】
（１）アメリカでは既に1970年代には67％の人が

10年に一度しか会社を変えていないのに1980年
以降は52％に減少、しかも組織が保証するのは
エンプロイアビリティだけで、組織は従業員の生
涯には関心を持たない。自分の一生の仕事には個
人が責任を持つべきであると考える（守島監訳
2010, pp.136─137）。

（２）調査対象者：18歳～ 65歳の男女、東証１部上
場企業（従業員数2,000人以上の企業、年間売上
高100億円以上、関東地方、近畿地方、東北地方、
中国地方に在住する人）、正規社員（一般社員177
人、管理者57人）234人、依頼数：492サンプル、
有効回答数：234サンプル（回収率48.2％）、実



職務満足の要因からみた人材マネジメントの一方策 13

施：2010年２月４日～５日、調査方法：Web方
式により用紙を配布・回収

（３）この研究は、岡本a（2012）、岡本b（2012）
による先行研究を参考として出来たものである。

（４）Herzberg 1966, p.176
（５）Harvard Business Review, January-February 

1968の論文で垂直的職務負荷の原則として７項
目を挙げている（p.59）。①責任をそのままにし
て統制をある程度省く、②個人責任を増やす、③
個人に完結した自然な仕事単位（モジュール、部
門、地域など）を与える、④権限を増やす、⑤定
期報告を従業員本人に直接届ける、⑥今まで扱っ
たことのない新しい、より困難な仕事を導入す
る、⑦個人に特殊化された仕事を割り当て、特殊
技術者になることを可能にする。

（６）Herzberg（２要因論）の詳細な検討は橋本・
若林（1974）、境（1981, pp.200─201）に詳しい

（参考文献参照）。
（７）９件のリストから３件を選んだプロセスにつ

いては岡本b（2012）第10号pp.59－84に詳しい。
（８）詳細は岡本a（2012）、岡本b（2012）を参照
（９）年齢：20歳から59歳の男女474人、性別：男

性323人、女性151人、社員の内訳：一般社員234
人、主任・係長94人、課長98人、部長48人

（10）同じデータを使って負荷量0.5以上の分析で
は岡本a, b（2012）の研究がある。

（11）因子分析には分析結果に有意水準を示す統計
量がないのでこれをクリアするために共分散構
造分析を用いるべきであるという見解がある（藤
本他 2005所収、第１章の「補論：研究の技法」藤
田英樹, pp.59─60）。この共分散構造分析は予め
関係があると思われる構成概念（因子）と観測変
数との関係を指定して分析するものである。しか
し因子分析も、どの因子がどの観測変数と関係し
ているかをあらかじめ仮定しておいて（検証的因
子分析）、そしてその仮定が正しいかどうかを因
子分析によって検証するという方法をとれば問
題はないという（松尾・中村, p.141）。本稿は後
者の方法を採用している。

（12）累積寄与率とは「共通因子で観測変数の分散
の説明した割合の指標（p.33）」であり（豊田秀
樹編著 2012）、この場合は４個の因子で24個の
観測変数の分散を58.33％説明したと解釈する。
この数値は松尾ほか（2002）や豊田秀樹（2012）
によっても格別に低いとはいえない。

（13）公正な手続きの重視を提唱している守島
（1999）によれば、①情報公開、②苦情処理、③
発言の３点を挙げている（日本労働研究雑誌 

1999, 474号, p.5）。
（14）守島は職場環境として、物理的な環境と社会

的な職場環境の２つを挙げ、特に社会的な職場環
境（いじめやセクシャルハラスメントのない親和
感のある職場）の重要性を指摘している（守島 
2004, p.163）。

（15）「価値（value）」は当為（ought’s)に関連する
（Simon 1957, p.5）。

（16）「事実（fact）」は現実に関連する（Simon 1957, 
p.5）。

（17）調査の詳細については参考文献の岡本d
（2010）p.157, p.219を参照。
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